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神　　貴　夫


首相・浜岡原子力発電所、全面停止要請！
　
5月6日、おどろくべきニュースが流れた。菅首相が「浜岡原子力発電所に対して全原子炉停止要請」をしたというのだ。原子力関連産業会・原発立地自治体関係者・資源エネルギー庁・・・・・など原子力村に集いこれまで利益を享受してきた者たちにとってはまさにマグニチュード9.0クラスのショックだったにちがいない。原子力発電の危険性を訴えてきた人たちにとっては当然の対応であり、現実に事故を起こしてしまったことを考えればむしろ遅きに失したともいえる。原発を推進してきた側にとっては、首相決断で停止要請が出たショックは相当大きく、福島第1原発事故以上の衝撃として伝わったのではないか。事は福島の問題から自分たちの利益に直接関わってくる問題に発展したわけで、今頃は連絡を取り合って巻き返しを図るのに血眼になっていることだろう。何はともあれ、菅首相のコメントの要旨を紹介する。

○「国民の安全と安心を守るためには、（地震津波の）中長期対策が完成するまで、(浜岡原子力発電所)現在停止中の3号機のみならず、運転中のものも含めて、すべての原子炉の運転を停止すべきと判断した」

○要請理由－今後、30年以内にマグニチュード8程度の東海地震が発生する可能性が87％あるとする文科省の発表を挙げて、浜岡原発の津波への対策が不十分なため。

○夏場の電力需給バランスについて→「大きな支障が生じないよう、最大限の対策を講じる」
「計画停電などの事態には至らないと思っている」
大騒動ぶりをその後のニュースのタイトルで追ってみると・・・・以下、ニュースタイトルより


・代替燃料コスト　中部電業績に重荷
・「事前連絡なく寝耳に水」「国策なら全原発止めるべきだ」波紋広がる地元自治体

・浜岡原発地元の御前崎市の石原茂雄市長は「・・・４０年余り国のエネルギー政策に協力してきたのは何のためだったか。国策というなら国内の全原発を止めるべきだ」と反発

・自民・山本政審会長「支持率上げたくて行き当たりばったり」

・福井に困惑広がる　　・中国、「国民の安全、安心を考えた結果の判断」。国営通信新華社が至急電で報じる

石原市長の発言は、一種の脅しの類だ。「全国の原発を止めるべきだ」と心にもないことを言っている。言った以上は是非、そのために「浜岡から止めてほしい」ものだ・・・・。

こんな○○市長の発言はとりあえず置いておいて、改めてこの措置を冷静に見てみたい。
首相要請はあくまで「一時的な停止」であり「地震・津波対策がとられるまでの中長期的措置」だと言っている。現在、中部電力は電源を高台に移す措置や防潮堤建設を進めている。こうした対策が終了次第、再稼動が可能なことを国が担保した発言ともいえる。野党が国会で追及する姿勢を出しているので、早晩、政府から見解が出てくるだろう。原発推進側にとっては、将来的な原子力推進政策維持の言質さえ引き出せば少々の時間はかかっても、むしろ歓迎すべきことになる。これまで原発を立地するには、市町村単位の合意で出来るように基本的に仕組まれていた。国民や県単位での直接投票という手法は、被曝国としての特有の国民感情などもあり合意を取り付けることが困難だったためだ。原子力村の者たちが最も恐れたのは、今回の福島第1原発事故の影響を受けて自治体が旧来の方針を転換していくことだったと思う。今回の原発事故は住民意識を大きく変化させた。今後の市町村単位の首長・議員選挙に少なからず影響を与えていくことになる。原発政策の見直しや撤退を掲げる首長が誕生した場合、その地域から原発は撤退を余儀なくされることになる。だからこそ電力会社は事前に金に糸目をつけない徹底した地元懐柔策を講じてきたのだ。

従来のこうした図式が、首相の「超法規的」要請で一挙に変わりうるとなると、「原発を即時停止」することも可能だが「稼動させる」ことも首相判断が優先されることになる。ことはそれだけでは済まない。「高レベル核廃棄物最終処分場受け入れ」も「超法規的」に首相の要請で一気に事が進む方向性を含むことになる。日本の原発全廃というゴールを意識しての全面停止なのか、今後注意深く見守っていかなければ本質はまだ見えて来ない。

それにしても今回の一件ついては唐突感が否めない。小沢氏が動き始めたことへの牽制なのか、それとも・・・・。一つ気になることがある。これまで3つのプレートの力がせめぎあう構造で一定のバランスを保っていたものが、二つのプレート間で巨大なエネルギーが解放された。他のプレートに影響が出ない訳がない。今回の地震で東南海地震がより直近に迫ったと指摘する学者が多数いる。東南海地震発生が間近に差し迫る緊迫した情報を政府が押さえているとすれば、この唐突感はわかる気がする。福島原発1号機炉内圧力が急上昇を始めたとき、政府内では「ただちに健康に・・・・」と言っていたその裏で、炉心爆発をすでに覚悟し、被害想定や対策の検討に入っていたことが後から判明した・・・・・。政府発表には常に裏側があるものだ。考えすぎか・・・・・・・・。
「原発」を「安全対策」によってすすめることの問題
安全対策が必要ないなどとは思わない。現実にそこに原発がある以上、最大の安全対策をしてもらわなければ困る。しかし、安全策を講じたからといって本質的な問題は何も解決されない。核廃棄物の放射能は半永久的に消えることはなく、全て未来の人々へ負の遺産として引き渡されることになるからだ。以下の事項に対して答えが出せない以上、原発は廃炉する道以外に道はないことは極めて論理的な帰結である。
· 核燃料から出る放射性廃棄物の種類と半減期はPu239で2万4100年、U235で7.038億年、U238で44.68億年になる。こうした廃棄物を出し続けることは人道上許されることではない。
· 大量に生み出される廃棄物は中間処理(現在は青森県六ヶ所村)を経て、地下深くの埋蔵施設(最終処分場)で半永久的に管理し続ける必要がある。
· 使用済み核燃料であっても崩壊熱を出し続けるため、冷却を半永久的に続ける必要がある。

津波が来なかったとしても福島第1原発は事故を起こしていた！
これまで東電や政府が発表してきた事故原因は「津波による電源喪失により、原子炉冷却ポンプが停止した」ことを主要原因にあげている。これは正しいか？　以下の事実から見えてくることは、津波が原発事故の主因ではないことを示している。
○1号機の原子炉圧力容器内の水位低下、圧力急上昇は津波到達前にすでに起きている

→　地震のゆれにより配管破断・損傷により冷却水流失。

○外部電源が供給できた今も、冷却用循環ポンプは今も作動していない。　
→　地震の揺れで冷却系全体がすでに破壊されていた。

○注水作業をした結果、高濃度汚染水が大量に漏れ出している　
→　原子炉が及び配管がすでに破損・破断。原子炉建屋、コンクリート基礎部分があちこちひび割れていた。
　これらの事実から、福島第1原発事故は強い揺れによる原子炉の深刻な損傷によって配管の破断などにより冷却系統が崩壊し、炉心及び格納容器内の冷却水が流れ出てしまう「冷却材喪失事故」とよばれる過酷事故が発生したと指摘する研究者がいる。(田中三彦　地震学)　田中氏は原子炉圧力容器・格納容器の圧力・水位変化、1号機水素爆発の分析を元にこう結論付けているのだ。
　話を浜岡原発に話をもどす。今後、防潮堤などの津波対策を行ったとしても、想定される東南海地震で発生する地震のゆれには対応できない可能性が大きい。強烈な揺れにより配管が破断し「冷却材喪失事故」が起きれば第2のフクシマになる可能性が極めて大きいということだ。加えて、フクシマの場合は地震直後に制御棒挿入が成功し、原子炉緊急停止が実現できた。しかし、制御棒挿入ミスが全国の原発で多々起きている。巨大断層の真上に位置する浜岡原子力発電所に地震が直撃した場合、初期微動と主要動の時間的な差はほとんどなく、一挙に強烈な揺れが来る。その時、制御棒挿入に失敗すれば一挙に核暴走へと事態が進行し、圧力容器内の温度が急上昇したあげくに炉心爆発へとつながることになる。チェルノブイリ原発事故と似た過程をたどることになる。
　チェルノブイリ原発事故による高濃度汚染範囲300km圏内を浜岡原発に当てはめると右の図になる。関東・東海・大阪など日本経済の心臓部は壊滅的状況となる。経済だけではない。この地域は日本の人口密集地帯であり、地震や津波被害に加えて高濃度の放射能に汚染される。
ここから得られる結論は、「原子力発電所は危険度の高いのもから停止し、廃炉をすすめる以外に道はない」ということだ。これは感情論やイデオロギーの次元の問題ではない。責任ある大人としての論理的な結論である。
全面停止ではなく、全面廃炉こそが必要なのだ。


















































































